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（Ⅳ）　　国 内 発 生 期
(国内で新型インフルエンザが発生したが、圏内では発生していない状態）

１　対策の実施体制
（１）方針
市（町村）内への新型インフルエンザウイルスの侵入をできるだけ防止しながら、圏内での発生に備えて感染拡大防止対策の実施準備を進める態勢をとる。
（２）体制
各課は、海外発生期に整備した体制[（Ⅲ）の１の（２）を参照]の下で、所定の対策や準備を推進していく。
（３）次期体制への移行
対策本部長は、国・県や報道機関等より入手した国内の発生状況等に関する情報から見て必要があると認めるときは、圏内での新型インフルエンザの発生が確認されていなくても、本市（町村）の対応を「圏内発生期」の段階へ移行することができる。

２　情報収集
（１）方針
国内の発生状況あるいは発生の兆候に関する情報や、生活必需品の需給動向など住民生活への影響が大きい情報を早期に把握し、必要な対策を迅速に展開して社会の混乱を未然に防止するのに役立てる。
（２）情報の収集

各課は、輻輳による通信の途絶等にも留意して多重化された情報伝達ルートを利用し、次のような情報を入手する。
	区分
	担当部局
	収集する情報

	新型インフルエンザの情報
	各課

	・国内での新型インフルエンザの発生状況

・海外での新型インフルエンザの発生状況
・国・発生都道府県・市町村等の対応方針、対応状況

	
	健康福祉課
	・新型インフルエンザの特性等に関する情報

	検疫関係情報
	健康福祉課
	・検疫の体制、実施状況等

	海外渡航情報
	総務課

商工観光課
	・外務省、厚生労働省、国・県対策本部等の発するもの

	交通機関の状況
	総務課

商工観光課
	・発生国との間の航空便、船便の運行状況
・発生都道府県との間の公共交通機関の運航状況
・その他県内外の公共交通機関の運行状況

	観光客の状況
	商工観光課
	・発生地域から市（町村）内への観光客の入り込み状況

	学校等の体制
	健康福祉課

教育委員会
	・学校、福祉施設、医療機関等の対応状況

	事業者の体制
	商工観光課
	・事業者の対応状況


３　感染予防･まん延防止

（１）方針

新型インフルエンザウイルスの市（町村）内への侵入を防止するため、県や近隣の市町村等と連携して、感染が疑われる者の増加に適切に対処しつつ、学校や福祉施設、集客施設に係る対応を強化し、発生地域への移動や広域イベントの開催は自粛とする。
（２）感染が疑われる者への対応

この段階では、圏内で新型インフルエンザ患者は未発生だが、その濃厚接触者や最近発生地域に滞在したことのある有症者等は、圏内でも発生するおそれがある。これについては、引き続き、県が医療機関への搬送、疫学調査、健康観察等の対応を行うが、そうした者が増加すると、県から協力を求められる機会も増えると思われるので、健康福祉課が窓口になって調整を行い、要員を確保して必要な対応を行う。
（３）学校に係る対応

ア　教育委員会における対応
（ア）教育委員会は、引き続き県教育委員会、総務課、健康福祉課等を通じて新型インフルエンザに関する情報を収集するとともに、市（町村）立学校から次の事項について報告を求める。なお、収集した情報のうち基本的なものは全教職員に伝え、情報の共有化を図る。
①発生地域での校外活動、その他発生地域の児童生徒等との交流活動の状況
②児童生徒等のインフルエンザ様症状の発生状況
（イ）また、新型インフルエンザの圏内発生に備え、各市（町村）立学校における対応マニュアルの作成状況、臨時休業時の連絡体制や校内対策会議など危機管理体制の整備状況、一時に多くの教職員が出勤できなくなる場合の対応計画の作成状況等を確認しておく。
イ　感染予防対策
市（町村）立学校においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）通常行っている健康観察を継続し、学校欠席者情報収集システムで教育委員会へ報告する。また、最近発生地域から帰って（入って）来た児童生徒等の有無を確認し、これにインフルエンザ様の症状が見られた場合には、直ちに総合発熱相談センターに相談の上、そこで紹介された医療機関を受診するよう指導すること。その際には、当該児童生徒等が風評により不当な扱いを受けることがないよう留意すること。
（イ）児童生徒等及び保護者に対し、国内外での新型インフルエンザの発生状況や基本的な感染予防策（（Ⅰ）の５の（５）のアを参照）のほか、健康状態をよく把握してインフルエンザ様症状の早期発見に努めること、及びそのような症状があれば直ちに総合発熱相談センターに相談し、その指示に従うことを周知徹底すること。
（ウ）その他、各学校の対応マニュアルに基づく感染防止措置を、状況に応じて実施すること。
ウ　児童生徒等の発生地域での活動に関する対応
市（町村）立学校においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）児童生徒等に対し、発生地域への旅行等は自粛するよう指導するとともに、発生地域への修学旅行等は中止又は延期すること。
（イ）修学旅行等で発生地域に滞在中の児童生徒等に対して、次の情報を伝えること。
	①滞在地域及びその周辺における感染者の発生状況、②新型インフルエンザの症状、特性等、③基本的な感染予防策、④発症した場合の対応（滞在先の発熱相談センター等の紹介）、⑤公的機関の発出する注意情報や対応措置、⑥公共交通機関の運行状況、⑤健康不安等についての相談方法


（４）福祉施設に係る対応

　　ア　体制整備
（ア）健康福祉課は、新型インフルエンザの圏内発生に備え、市（町村）営の福祉施設における事業継続計画や対応マニュアルの作成状況、臨時休業時の連絡体制などを確認しておく。
（イ）さらに、一時に多くの職員が出勤できなくなる場合の運営体制、通所施設の臨時休業時における在宅困難者への対応策や入所施設・在宅サービス施設における厳格な感染防止措置等については、具体的な手順や内容まで確認しておく。
イ　感染防止措置
市（町村）営の福祉施設においては、感染防止措置に関連して、次のような対応を行うものとする。
（ア）利用者等及びその家族に国内外での発生状況等に関する情報を積極的に提供・共有して、基本的な感染予防策等を周知徹底すること。
（イ）職員に対して、施設内での健康観察や自主的な健康把握により、自分や利用者の発症を早期に発見するよう指示すること。
（ウ）利用者等に対して、インフルエンザ様症状があれば直ちに総合発熱相談センターに相談するよう指導すること。
（エ）外来者に対しても、施設における感染防止措置に協力し、基本的な感染予防策を徹底するよう要請すること。
（５）集客施設に係る対応
市（町村）営の集客施設においては、状況に応じた感染防止措置を実施するとともに、利用者等に対して基本的な感染予防策を周知するものとする。また、施設ごとに、感染拡大防止のため臨時休業を行う場合の基準や手続を定めておく。各課は、所管業務と関係する市（町村）営ではない集客施設に対しても、同様の対応を要請する。
（６）その他の社会的対応
　　ア　発生地域への移動自粛
（ア）各課は、関係する住民、事業者に対し、基本的な感染予防策等の励行を呼びかけるとともに、国内外の発生地域への旅行や出張の自粛を促す。
（イ）また、発生地域との間の人の行き来を伴う本市（町村）主催の交流事業や観光客誘致事業等は、原則として中止又は延期する。本市（町村）以外が主催するものについても、同様の対応を要請する。
　　イ　イベント等の開催自粛
各課は、参集範囲が限定されており発生地域からの参加・集客が見込まれないものを除き、本市（町村）主催のイベントや集会等の開催は、原則として中止又は延期する。また、本市（町村）以外が主催するものについても、同様の対応を要請する。
　　ウ　宿泊施設の対応
商工観光課は、県と連携し、市（町村）観光協会などを通じて旅館、ホテル等の宿泊施設に対し、宿泊客や従業員の新型インフルエンザ感染が疑われる場合の対応（総合発熱相談センターに相談した上で医療機関を受診するよう指導・手配すること、当該施設の施設設備の消毒を行うこと等）の手順や体制を確認しておくよう要請する。
また、発生地域からの宿泊客について健康状態の把握に努めるとともに、発生地域からの観光客誘致活動を自粛するよう併せて要請する。
４　医療の提供

（１）方針

圏内発生に備え、県及び近隣市町村と連携して、感染者に対する医療体制を強化する。
（２）医療体制の整備
この段階では、次のような体制で、新型インフルエンザに係る医療が提供される。
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（３）ワクチン接種体制の確保
健康福祉課は、プレパンデミックワクチン又はパンデミックワクチンの接種が可能になった場合には、かねて策定されていた接種実施計画に基づいて接種が実施できるよう、必要な協力を行う。
５　情報提供
（１）方針
国内の発生状況等に関する正確な情報を迅速に提供して、住民の不安解消、注意喚起を図るとともに、事業者に対し、感染防止及び事業継続に留意するよう呼びかける。
（２）個別的な情報提供
各課は、県と連携し、次のような情報についても、関係先に対して個別に提供する。
	担当部局
	提供先
	提供する情報

	各課

	関係する住民・事業者及び機関・団体
	・国内での新型インフルエンザの発生状況
・新型インフルエンザの具体的症状、特性等
・新型インフルエンザに関する予防と対策の基礎知識
・職場や家庭における注意事項（（Ⅰ）の５の（５）を参照）
・イベントの開催中止等の状況
・総合発熱相談センターを始めとする相談窓口の連絡先等
・事業継続対策(事業継続計画・対応マニュアルの作成等)

	商工観光課
	交通事業者
	・発生地域との間の公共交通機関の運行状況

	
	公共交通機関の利用者
	・発生地域への旅行等の自粛要請
・発生地域からの帰着時の対応

	
	旅行業者
	・発生地域との間の公共交通機関の運行状況

	市（町村）民課
	消費者
	・食品との関連についての正確な情報

	商工観光課

	市（町村）内の商工業者
	・感染拡大防止のため企業が自主的に行うべき対応
・発生地域での企業活動における注意事項

	農林課
	消費者

	・農林水産物の出荷情報
・食品との関連についての正確な情報（関係機関・団体の連絡網や広報誌等も活用して周知）


（３）広報
各課は、一般住民に向けて次の事項を広報する。
	項　目
	内　容

	一般的・基本的な情報
	・新型インフルエンザに関する基礎知識
・行政の対策

	生活関連情報
	・生活必需品の需給動向等
・公共交通機関の運行状況

・イベントの開催（中止）の状況

	住民・事業者への呼びかけ
	・発生地域への旅行・出張、広域的なイベント開催等の自粛
・職場や家庭における注意事項
・感染拡大防止のため企業が自主的に行うべき対応
・インフルエンザ様症状があっても、軽症のときは救急出動要請を控えるべきこと。

	国内での発生状況
	・新型インフルエンザの発生場所（都道府県名、市町村名）及び発生時期

・発生した患者の居住市町村名、性別、年齢、職業等

・発生した患者や濃厚接触者への行政の対応（患者の入院措置、濃厚接触者への予防投与、健康監視、外出自粛要請等）

・発症前後の活動地域、移動経路その他疫学調査から判った安心情報（不特定多数の者との接触機会の有無、接触時の状況等）
・濃厚接触者の健康状況


（４）相談窓口
総務課及び健康福祉課は、相談窓口において、新型インフルエンザに関する住民からの相談全般に対応する。この際には、各課が作成したＱ＆Ａ集により回答できるものにはその場で回答し、回答が困難なものについては、県が設置した「総合発熱相談センター」等を紹介する。多くの相談が寄せられて対応が困難になりかねないときは、窓口要員を増強する。
６　社会・経済機能の維持
（１）方針
　事業者に対し、基本的な社会機能に関わる者を重点として、本格的な対応準備や職場における感染防止措置の実施を促すとともに、食料など住民生活に不可欠な物資やサービスの供給確保対策も推進する。
（２）事業者の対応
各課は、県と連携して関係する事業者に対し、状況に応じて職場における感染防止措置を実施するよう促すとともに、事業継続計画の実行準備をしておくよう働きかける。特に、ライフライン関係その他社会機能の維持に関わる事業者（（Ⅰ）の６の（１）参照）に対しては、情報収集や従業者啓発等に努めるとともに、事業の継続のための準備を十分に行うよう要請する。

（３）市（町村）業務の維持

ア　事業継続計画

総務課及び各課は、事業継続計画の内容を改めて確認し、その実行に必要な準備をしておく。

イ　職員の管理

総務課、健康福祉課は、次のとおり職員の健康管理及び業務管理を強化し、職員が新型インフルエンザに罹患し、感染が拡大するのを防止する。
	・職員向けの健康相談窓口を開設して、その健康状態を確認し、新型インフルエンザの感染が疑われる場合は、出勤を控えさせて総合発熱相談センターへの相談及び医療機関の受診を指導
・発生地域への出張・旅行歴のある職員、発生地域に勤務する職員等については、個別に健康状態を把握

・発生地域への職員の出張は、原則として中止又は延期し、発生地域への旅行等も自粛するよう指導
・参集範囲が限定されており発生地域からの参加・集客が見込まれないものを除き、イベント、講習会、会議など多数の人が集まる行事への参加・出席及び開催は、原則として中止又は延期(対面の会議を中止等する場合には、それに代えて、電話、Fax、メール、Web会議等の利用も検討)

・状況に応じ、感染の恐れが大きい業務に従事する職員にマスクを配布･装着


ウ　庁舎の管理等
総務課及び各施設の管理者は、庁舎及び施設設備の消毒に努めて衛生管理を徹底するとともに、状況に応じ、来庁者や利用者及び職員用として所定の場所に消毒剤、ハンドソープ等を設置する。また、マスク、消毒剤、ハンドソープ等の備蓄を補充･確認する。

　　エ　市（町村）のライフライン事業

環境課は、上水道、下水道、一般廃棄物の処理、遺体の埋火葬の業務について、状況に応じて職場における感染予防措置を実施するとともに、情報収集や従業者啓発等に努め、事業継続のための準備を十分に行う。特に、埋火葬に関しては、広域応援等についても検討しておく。
（４）住民生活の維持
ア　生活必需品の確保
農林課は、県と連携して農協、漁協等の関係団体に対し、新型インフルエンザが圏内で発生した場合の対応に係る準備状況を、改めて確認するよう要請する。
イ　生活支援の準備
健康福祉課は、新型インフルエンザが圏内で発生した場合における生活支援措置の実施準備を引き続き進める。
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